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地 方 公 会 計 制 度 の 概 要

地方公共団体の会計は、予算の適正・確実な執行を図るとい

う観点から、確定性、客観性、透明性に優れた単式簿記による

現金主義会計を採用しています。一方で、財政の透明性を高め

る観点から、単式簿記による現金主義会計では把握できない情

報（ストック情報（資産・負債）や見えにくいコスト情報（減

価償却費等））を把握する必要性が一層高まっており、そのた

めに、単式簿記による現金主義会計を補完する目的で、複式簿

記による発生主義会計の導入が求められています。

これらを受け、以前より各地方公共団体においては、団体毎

に様々な会計モデルを用いて財務書類を作成していましたが、

平成28年度決算からは、全ての地方自治体で、国の示す「統

一的な基準」による財務書類の作成が要請されました。

これにより、発生主義・複式簿記の導入、固定資産台帳の整

備がなされることとなり、「統一的な基準」で財務書類が作成

されることから、団体間での財務書類の比較が容易になり、財

政運営への利用が期待されています。
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統 一 的 な 基 準 に よ る 財 務 書 類

本市では、平成20年度決算から「総務省方式改訂モデル」を用

いて財務書類を作成しておりました。平成28年度決算以降は「統一

的な基準」による財務書類を作成します。
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会計モデル
固定資産
台帳

発生主義・
複式簿記の導入

他団体との
比較

H20
～
H27

総務省方式
改訂モデル

未整備

決算統計データ
を用いて財務書
類を作成
(複式簿記未導入)

団体により
様々な会計モ
デルが混在し
ており、比較
が難しい

H28
以降

統一的な
基準

整備 複式簿記の導入

全国的に同じ
基準で財務書
類を作成する
ため、比較が
容易

※本市における会計モデルとその特徴



資産 負債

純資産

財 務 書 類 に つ い て

財務書類は、貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算

書、資金収支計算書の4表から構成されます。

各財務書類の概要、各表の相互関係は以下のとおりです。
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名 称 概 要

貸借対照表
会計年度末時点に、保有している財産(資産)と、
その資産がどのような財源(負債・純資産)でまか
なわれているかを表示したもの

行政コスト
計算書

一会計期間中の、資産形成に結びつかない経常的
な行政活動に係る費用(経常的な費用)と、その行
政活動と直接の対価性のある使用料・手数料など
の収益(経常的な収益)の取引高を表示したもの

純資産変動
計算書

貸借対照表の純資産の部に計上されている各項目
が、一会計期間中でどのように変動したかを表示
したもの

資金収支
計算書

一会計期間中の、行政活動に伴う現金などの資金
の流れを性質の異なる3つの区分(業務、投資、財
務)に分けて表示したもの

経常費用

経常収益

臨時損失

臨時利益

純行政コスト

前年度末残高

純行政コスト

財源

固定資産等の
変動

本年度末残高

業務活動収支

投資活動収支

財務活動収支

前年度末残高

本年度末残高

うち
現金
預金

● 各表の相互関係

貸借対照表
資金収支
計算書

純資産変動
計算書

行政コスト
計算書

● 概要



令 和 ６年 度 財 務 書 類 に つ い て

一般会計等の財務書類は次のとおりです。
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資産

７４９億円

（主な内容）
事業用資産
５４９億円

うち 土地
３１２億円

うち 建物
２３３億円

負債

３５４億円

（主な内容）
地方債
２９４億円

純資産

３９５億円

貸 借 対 照 表

市民の

財産

調
達
し
た
資
金
の
使
い
道

将来世代

の負担

資
金
の
調
達
方
法

これまで

の世代の

負担

＜貸借対照表から分かること＞

● 事業用資産が資産全体の７３．３％を占めています。

● 負債（将来世代）と純資産（これまでの世代）の世代間負担

割合は、およそ５：５となっています。

(１)



費用合計
４２７億円

（主な内容）
社会保障給付

１３２億円
物件費

７６億円
他会計への
繰出金

３８億円

収益合計
１１億円

純行政コスト
４１６億円

行 政 コ ス ト 計 算 書

行政サービス

を提供するた

めに費やした

もの

行政サービス

利用者の負担

財源投入前の

行政コスト

（差額）

＝公金要投入額

＜行政コスト計算書から分かること＞

● 社会保障給付・物件費・他会計繰出金で、行政コスト全体の

５７．６％を占めています。

● 収益合計で、行政コスト全体の２．６％をカバーしています。

その結果、公金要投入額は４１６億円となっています。

純 資 産 変 動 計 算 書

純行政コスト
４１６億円

前年度の繰越
３８２億円

財源等
４２９億円

税収等
２７０億円

国県等補助金
１５９億円

翌年度への
繰越

３９５億円

財源で補う

べきコスト

税収（地方交付

税含む）・補助

金等

＜純資産変動計算書から分かること＞

● 財源の内訳は税収等２７０億円、国県等補助金が１５９億円

となっています。

● 純行政コスト４１６億円に対して、財源等の合計が４２９億

円となっており、純行政コスト（財源で補うべきコスト）を

財源で賄えています。

(２)

(３)



業務活動収支 ３３億円

業務支出 ▲４０６億円
業務収入 ４３９億円
臨時支出 － 億円
臨時収入 － 億円

投資活動収支 ▲１２億円

投資活動支出 ▲１９億円
投資活動収入 ７億円

財務活動収支 ▲２１億円

財務活動支出 ▲３７億円
財務活動収入 １６億円

本年度資金収支額
０.３億円

前年度末資金残高
１.８億円

本年度末資金残高
２.１億円

本年度末歳計外現金残高
５.５億円

本年度末現金預金残高
７.６億円

資 金 収 支 計 算 書

主な業務支出

社会保障給付支出 １３２億円

物件費等支出 ７８億円

他会計への繰出支出 ３８億円

主な業務収入

税収等収入 ２７０億円

国県等補助金収入 １５９億円

投資活動支出

公共施設等整備費支出１４億円

基金積立金支出 ５億円

＜資金収支計算書から分かること＞

● 財務活動収支が２１億円のマイナスとなっています。

（債務償還が進んでいる）

● プライマリーバランスは２２億円のプラスとなっています。

（業務収支３３億円＋支払利息支出１億円＋投資収支▲１２億円）

(４)

主な財務活動支出

地方債償還支出 ３５億円

財務活動収入

地方債発行収入 １６億円



財 務 書 類 の 指 標５

指標名 債務償還可能年数

視 点 安全性・持続可能性

内 容
債務の償還原資を、業務活動収支の黒字部分（臨時収支除
く）で、どれだけ確保できているかを表す指標

計算式 （地方債残高－基金残高）÷（業務活動収支－臨時収支）

数 値 ６．６（年）

債 務 償 還 可 能 年 数(１)

指標名 有形固定資産減価償却率

視 点 資産形成度

内 容
耐用年数に対して、有形固定資産の取得時点からどの程度
経年しているかを表す指標

計算式 減価償却累計額÷償却資産の取得価格×１００

数 値 ６２．９（％）

有 形 固 定 資 産 減 価 償 却 率(２)

指標名 純資産比率

視 点 世代間公平性

内 容
資産総額のうち、過去及び現世代の負担によって形成され
た資産の割合を表す指標

計算式 純資産合計÷資産合計×１００

数 値 ５２．８（％）

純 資 産 比 率(３)

５



指標名 一人当たり行政コスト

視 点 効率性

内 容
住民一人当たりの行政サービスの提供にかかったコストを
表す指標

計算式 純行政コスト÷人口

数 値 ３８８，３９１（円）

一 人 当 た り 行 政 コ ス ト(４)

指標名 一人当たり資産額

視 点 安定性

内 容 住民一人当たりの資産額を示す指標

計算式 資産合計÷人口

数 値 ６９９，２２４（円）

一 人 当 た り 資 産 額(５)

指標名 一人当たり負債額

視 点 負担性

内 容 住民一人当たりの負債額を示す指標

計算式 負債合計÷人口

数 値 ３３０，２９８（円）

一 人 当 た り 負 債 額(６)



指標名 将来世代負担比率

視 点 世代間公平性

内 容
これまで整備した資産のうち将来世代の負担がどれぐらい
残っているかを示す指標

計算式 地方債残高※÷有形・無形固定資産合計×１００

数 値 ２３．３（％）

将 来 世 代 負 担 比 率(７)

指標名 行政コスト対税収等比率

視 点 弾力性

内 容
税収等のうち、いくらが行政コストに費消されたかを示す
指標

計算式 純行政コスト÷財源×１００

数 値 ９７．０（％）

行 政 コ ス ト 対 税 収 等 比 率(８)

指標名 受益者負担割合

視 点 自律性

内 容
行政サービスにかかったコストについて、サービスを利用
した住民にどれだけ負担してもらっているかを示す指標

計算式 経常収益÷経常費用×１００

数 値 ２．３７（％）

受 益 者 負 担 割 合(９)

※特例地方債の残高を除く



指標 令和６年 令和５年 要因分析

(1)債務償還可能年数 6.6年 6.9年 債務償還が進んでい
るため、償還可能年
数は短くなりました。

(2)有形固定資産減価償
却率

62.9% 61.0% 大規模な施設の更新
等がなかったため、
資産の償却が進んで
います。

(3)純資産比率 52.8% 50.4% 資産の減少以上に負
債が減少したため、
純資産比率が増加し
ました。

(4)一人当たり行政コス
ト

388,391円 373,573円 社会保障給付の増等
により、行政コスト
が増加しました。

(5)一人当たり資産額 699,224円 700,423円 大規模な施設の更新
等がなく、資産の償
却が進んだことによ
り減少しました。

(6)一人当たり負債額 330,298円 347,495円 債務償還が進んでい
るため、負債額は減
少しました。

(7)将来世代負担比率 23.3% 23.5% 債務償還が進んでい
るため、負担比率は
減少しました。

(8)行政コスト対税収等
比率

97.0% 97.2% 行政コストの増加以
上に税収等の財源が
増加したため、比率
は減少しました。

(9)受益者負担割合 2.37% 2.27% 経常収益が増加した
ため、受益者負担割
合は増加しました。

財 務 書 類 の 前 年 度 比 較６


